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平成19年３月期 決 算 短 信 
 

平成19年５月21日 
上 場 会 社 名 パシフィックシステム株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号 ３８４７  URL http://www.pacific-systems.co.jp 
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 （氏名) 末武 信一 
問合せ先責任者 (役職名) 取締役経営企画室長（氏名) 小澤 文男 TEL (03) 5847 － 4700  
定時株主総会開催予定日 平成19年６月25日 配当支払開始予定日 平成19年６月26日
有価証券報告書提出予定日 平成19年６月25日   

   (百万円未満切捨て)

 
1. 平成19年３月期の連結業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 
 (1) 連 結 経 営 成 績 (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 7,799 3.8 449 24.2 442 23.0 258 10.7 

18年３月期 7,511 △4.4 361 △5.7 360 △6.7 233 30.4 

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

自 己 資 本
当期純利益 率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期  187 47 － － 12.8 12.4 5.8

18年３月期 179 07 － － 13.4 10.3 4.8

(参考) 持分法投資損益   19年３月期      －百万円   18年３月期      －百万円 
 

 (2) 連 結 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 3,676 2,103 57.2 1,524 53

18年３月期 3,485 1,929 55.4 1,398 23
 
 (参考) 自己資本   19年３月期    2,103百万円   18年３月期    1,929百万円 
 

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期 179 △115 △82 260 

18年３月期 435 △617 131 278 

 
2. 配 当 の 状 況 

 一株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期  末 年  間

配当金総額
(年間)

配当性向
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

 18年３月期 
 19年３月期 

－ 
－ 

－
－

60 
60 

00 
00 

60
60

00
00

82
82

33.5
32.0

4.3 
3.9 

 20年３月期 
(予想) 

－ － 65 00 65 00 34.9  

 

3. 20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 
(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 3,578 0.2 82 △39.2 53 △59.6 31 △58.7 21 15 

通  期 8,384 7.5 526 17.2 493 11.4 275 6.3 186 51 
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4. そ  の  他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更          有 
② ①以外の変更                 無 
〔(注) 詳細は、24ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧くだ

さい。〕 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  19年３月期1,380,000株  18年３月期1,380,000株 
② 期末自己株式数            19年３月期    －株  18年３月期    －株 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。 
 
（参考）個別業績の概要 
 
1.19年３月期の個別業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 
 (1) 個 別 経 営 成 績 (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 6,671 3.3 329 0.4 341 △0.5 199 △10.4 

18年３月期 6,456 △2.2 328 3.0 343 6.1 222 48.0 

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

 円 銭 円 銭

19年３月期 144 66 － －

18年３月期 170 60 － －

 
 (2) 個 別 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 3,135 1,831 58.4 1,327 25

18年３月期 3,100 1,716 55.4 1,243 75
 
 (参考) 自己資本   19年３月期    1,831百万円   18年３月期    1,716百万円 

 

2.20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 
(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 2,901 △4.9 34 △55.6 44 △48.7 25 △48.8 17 67 

通  期 7,038 5.5 426 29.6 442 29.7 245 23.1 166 54 
 
 
 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されており、実際の業績は今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料３

ページをご参照下さい。 
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1 経営成績 
(1) 経営成績に関する分析 

  ①当期（平成19年３月期）の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な米国や中国経済等の外需に支えられたグローバル

企業や輸出産業が収益好調を持続してきました。また内需においては大手企業の設備投資が引き続

き増加傾向にありました。更に雇用・賃金においては久しぶりに改善が見られ、個人消費において

は年度後半に上向き、景気が緩やかな安定成長の軌道を維持してきました。 

   当社グループの属する情報サービス業界は、旺盛な企業の情報化投資はあるものの、受注競争の

激化による価格下落や人材不足による外注費用増等があります。 

   このような経営環境のもと、当社グループは、今後の成長の可能性のある事業として、画像処理

ビジネスの売上拡大や、新規のソフトウェア・パッケージ商品の開発、そして当社グループ方式の

マイグレーション技術の早期確立と営業拡大等に取り組みました。また経営管理面では、予算統制

の精度向上および企業統治の強化に取り組みました。さらに、前連結会計年度に引き続き実施した

プロジェクトマネジメント教育（注１）を通してプロジェクト管理の徹底を図り、またビジネスリスク

マネジメントシステム（注２）の運用をスタートさせて、不採算プロジェクトの発生防止に努めました。 

   これらの結果、当連結会計年度の売上高は7,799,264千円（前期比3.8％増）、営業利益は449,275

千円（前期比24.2％増）、経常利益は442,861千円（前期比23.0％増）、当期純利益は258,713千円

（前期比10.7％増）となりました。 

   

区分別の概況は次のとおりです。 

   １）「機器等販売」 

機器販売の落ち込みがあり、売上高は1,198,500千円（前期比3.9％減）となりました。 

   ２）「ソフトウェア開発」 

不採算案件の発生による影響があり、売上高は1,757,731千円（前期比4.3％減）となりまし

た。 

   ３）「システム販売」 

     農業生産管理システムが減少したものの、画像処理システム、インフラサービス、新商品等

が伸びたことにより、売上高は2,572,178千円（前期比16.8％増）となりました。 

   ４）「システム運用・管理等」 

システム運用支援関連が増加したことにより、売上高は2,270,853千円（前期比2.1％増）と

なりました。 

 

（注）１．米国の非営利団体PMI(Project Management Institute)が策定した知識体系、PMBOK（Project 

Management Body of Knowledge）を基本とした教育を実施。プロジェクトを遂行する際に、スコ

ープ(プロジェクトの目的と範囲)、時間、コスト、品質、人的資源、コミュニケーション、リス

ク、調達、統合管理の９つの観点(「知識エリア」と呼ばれている)でマネジメントする。 

２．商談発生から納品、稼動までの全工程管理システム。各工程においては、重要度に応じ検討会、

審査会、監査が行われる。 

 

②次期（平成20年３月期）の見通し 

    わが国経済は、引続き景気は堅調基調にあるものと推測されておりますが、設備投資において

やや減速の見通しがなされるようになり、情報化投資も不透明な状況が予想されます。 

情報サービス業界におきましては、更なる商品やサービスの価格低下と受注競争の激化等によ

り厳しい経営環境が続くものと予想しております。 

    このような状況のもと、当社グループは、「システム運用・管理等」における経営安定性を確

保した上で、重点事業分野への経営資源の「選択と集中」による配分を徹底し、新規市場開拓、

新規顧客開拓を図ってまいります。また、当期において実践してきましたプロジェクトマネジメ

ント教育を通じたプロジェクト管理の徹底と、ビジネスリスクマネジメントシステムの運用徹底

を図り、引続き不採算プロジェクトの発生防止に努めるとともに、更なる利益の獲得を図ってま
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いります。 

    なお、中間期における対当中間期比利益減は、主に新規事業立ち上げ準備費用や株式上場関連

費用による経費増によるもので、一過性の費用増利益減と捉えております。年度末までには費用

を吸収し当期を上回る業績を予想しております。 

 

次期の連結業績見通しは、以下のとおりであります。 

     売上高   8,384百万円  （当期比  7.5％） 

     経常利益    493百万円  （当期比 11.4％） 

     当期利益   275百万円  （当期比  6.3％） 

 

 （注）本資料による業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報等により当社グループ

が判断したものであり、今後の経済情勢、事業運営における内外の状況変化等により、

実績の業績と異なる場合があります。  

 

(2) 財政状態に関する分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下資金という)は、前連結会計年度末に比べ18,437

千円減少し、当連結会計年度末には、260,339千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、179,624千円（前連結会計年度比58.8%減）となりました。 

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益442,184千円、たな卸資産の減少額79,487千円であり、

支出の主な内訳は、売上債権の増加額362,198千円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、115,261千円（前連結年度比81.3%減）となりました。 

これは、主に有形固定資産（リース資産等）の取得51,741千円、無形固定資産（ソフトウェア）の取 

得60,271千円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は、82,800千円（前連結会計年度比163.0%減）となりました。これは、

配当金の支払によるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 

自己資本比率（％） 44.3 55.4 57.2 

キャッシュ・フロー対有利子 

負債比率（％） 
70.5 871.4 359.2 

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
17.6 149.2 66.6 

（注）１．上記指標の計算式は下記のとおりであります。 

        自  己  資  本  比  率 ：自己資本/総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 

    インタレストカバレッジ・レシオ  ：キャシュフロー/利払い 

     ２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ３．平成19年３月期までは非上場であったため、時価ベースの自己資本比率は記載しておりません。 

   ４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

     営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て

の負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

支払額を使用しております。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び配当政策 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、企業価値の

最大化に努めることにより、株主の皆様への利益還元を図る所存であります。このような観点から当

社の配当政策は、継続的かつ安定的な利益の還元を基本方針としております。 

また当社グループが属する情報サービス産業は、技術革新の変化が激しい分野であり、技術開発、

継続的な教育が不可欠であります。そこで、内部留保資金は、将来の事業展開や経営環境の変化に対

応すべく、新規ソフトウェア商品の研究開発、ソフトウェア開発の効率化及び先端技術への対応強化、

環境の整備、人材の確保と育成等として活用してまいります。 

 

(4) 事業等のリスク 

当社グループの事業展開、経営成績、その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる

主要な事項は以下のようなものがあります。 

また、以下の記載は当社グループのリスクすべてを網羅するものではありませんのでご留意下さい。 

なお、文中における将来に関する事項は、本資料の発表日（平成19年５月21日）現在において当社

グループが判断したものであります。 

 

①業績の季節変動について 

当社グループの売上高は、第１四半期、第３四半期に比べ、第２四半期、第４四半期が高い傾

向にあります。これは、顧客の検収が９月、３月に集中するためであります。一方、販売費及び

一般管理費が、年度を通じて概ね均等に発生することから、売上高に比べ営業利益は、第２四半

期、第４四半期の比重が高くなる傾向にあります。また、新入社員の集中研修の影響で第１四半

期の収益性が低下すること等から、営業利益は例年、下半期が上半期を上回っております。 

なお、当社グループは納期管理を徹底しておりますが、顧客の都合や当社グループの都合等に

より納期が遅れ、計画通りに検収を受けることが出来ない場合があります。特に期末月の３月に

予定されていた検収が翌期以降に遅れる場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

②連結子会社パシフィックテクノス株式会社の経営環境と業績について 

当社の連結子会社であるパシフィックテクノス株式会社は、主に生コンクリート業界向けシス

テムの開発・販売を行っており、生コンクリート業界の好不況が同社の業績に影響いたします。 

生コンクリート業界における情報関連投資の動向によっては、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

③技術者の確保、育成について 

当社グループの事業においては、顧客ニーズに応じたサービス及びソリューションの発案並び

に開発を行う優秀な技術者が必要であります。また、当社グループは業容拡大に応じて、人材の

確保が継続的に必要であると考えております。しかしながら、現在の情報サービス業界では人材

の獲得競争が激しいため、当社グループにおいて優秀な人材獲得が出来ない場合、または在職す

る人材の社外流出が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④外部委託について 

当社グループの開発業務は、開発に必要な技術や知識の蓄積を目的として、自社による開発を

基本としておりますが、開発業務を効率的に遂行するために、国内において委託先を選定し、開

発工程の一部を外部委託しております。当社グループが安定的に事業を拡大していく上では、外

部委託の活用と外部委託を管理する体制の強化が必要となりますが、外部委託の活用状況や外部

委託の管理体制の整備状況によっては、品質、納期等において問題が発生し、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑤オフショア開発について 

情報サービス業界では、コスト低減対策や、技術者不足対策のために、ソフトウェア開発を海

外の事業者に委託する「オフショア開発」を進める企業があります。しかし、「オフショア開

発」の採算性を確保するためには、継続的に一定量の開発規模があり、かつ納期に十分余裕があ

ること等の条件が必要であります。また、言葉や習慣の違いからくるコミュニケーション不足等

が原因の納期遅延や品質劣化に関するリスクが高いことも、情報サービス業界において指摘され

ております。当社グループにおきましては、受託金額が３千万円程度或いはそれ以下のいわゆる

中規模、小規模の案件が多く、納期の制約も厳しいことから、「オフショア開発」の導入はリス

クが高いと判断し、現時点においては積極的には推進しないこととしております。しかし、同業

他社が「オフショア開発」の導入を進め、当社グループが主に取り扱うような中規模、小規模の

案件について、短納期、低価格、高品質を実現し、当社グループが対応できない場合には、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥法的規制について 

当社グループの「システム販売」「システム運用･管理等」に係る事業のうち、情報通信網の構

築、管理等のサービスに関連する法的規制としては電気通信事業法があり、当社グループは、電

気通信事業者として総務省に届出を行っております。当該法律によって、現在のところ当社グル

ープが事業を継続していく上で制約を受けている事項はありません。しかしながら、将来におい

て電気通信事業法が改正された場合、また当社グループが電気通信事業法に抵触した場合は、当

社グループの事業に何らかの制約を受け、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、将来情報サービス業界に関する新しい法律、条例等が施行された場合には、当社グルー

プの事業が何らかの制約を受ける可能性があります。 

 

⑦事業の採算について 

情報サービス業界においては、見積りの過誤、追加作業発生等の要因により、想定以上のコス

トが必要となった場合、開発案件が不採算となることがあり、当社グループにおいても、同様で

あります。当社グループはこのような不採算案件の発生を回避すべく、プロジェクトマネジメン

ト教育を実施し、またビジネスリスクマネジメントシステムを導入する等の対策を行っておりま

す。これらの施策により、見積りの精度を向上させ、顧客ニーズを的確に捉えた開発を行い、追

加作業の発生を防止する体制を徹底しております。 

しかしながら、予測できない事態により当該施策が十分に機能しなかった場合、見積りを超え

るコストが発生したり、顧客ニーズに合致した開発を行えない結果として変更要求、仕様追加等

が発生することにより開発案件が不採算となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

また、画像処理システムに関しては、技術面、費用面等における顧客の要求を満たすか否かを

判断するための調査期間や顧客の意思決定期間が長くなり、商談開始から受注決定までの期間が

長期化する場合があります。このような場合、コスト負担が増え当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

⑧システムトラブルについて 

当社グループは、当社グループが納品したシステム及び当社グループが受託運用しているシス

テムに関し、品質、安全性確保に努めております。しかしながら、当社グループにおいて予測不

可能な事態により、当社グループが納品したシステムによるトラブルや当社グループが受託運用

しているシステムに関してトラブル等が発生し、取引先に損害が生じ、損害賠償金等が請求され

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑨知的財産権の訴訟リスクについて 

当社グループは、設立以来、第三者から特許、商標権等の知的財産権に関する侵害訴訟等を提

起されたことはありません。当社グループは知的財産権を重視し、必要な知的財産権の取得を進

めるとともに、事業活動に際しては、他の権利を侵害しないよう最大限の注意を払っております。

しかしながら将来、当社グループの事業活動に関連して第三者が知的財産権の侵害を主張し、権

利侵害と断定された場合には、損害賠償金の支払い等により、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

⑩個人情報保護に関して 

当社グループは、業務遂行に関連して多数の個人情報を保有しており、個人情報保護法に定め

る個人情報取扱い事業者に該当しております。当社グループは、社団法人情報サービス産業協会

のプライバシーマークの使用許諾認証を受け、セキュリティ対策の実施、コンプライアンス遵守

の徹底や定期的な社内教育を行う等、顧客情報の管理に努めております。しかしながら、予期せ

ぬ事態により個人情報が漏洩した場合、顧客からの損害賠償請求や社会的な信用の低下により、

当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑪親会社等に関して 

 太平洋セメント株式会社は当社議決権の83.1％（平成19年３月末時点。本資料発表日現在では

70.7％）を所有する親会社であります。当社グループは、太平洋セメントグループにおけるその

他事業に属しております。 

a.取締役及び監査役の兼務 

本資料発表日現在における当社取締役８名、監査役３名のうち、太平洋セメント株式会社の

役職員を兼ねる者は２名であり、当該取締役及び監査役の氏名、並びに当社及び太平洋セメン

ト株式会社における役職は以下のとおりであります。当社は当該役員を、当社に対する経営上

の助言を得ること等を目的として招聘しております。なお、当社は、太平洋セメント株式会社

の役職員による当社取締役及び監査役の兼任を必要最小限に留める方針であります。 

 

当社における役職 氏名 太平洋セメント株式会社における役職 

取締役（非常勤） 工藤 秀樹 情報システム部部長 

監査役（非常勤） 今井 昭一 経理部経理チームリーダー 

 

b.太平洋セメントグループへの売上高及び構成比 

平成17年３月期以降の太平洋セメントグループへの当社グループの売上高及び売上高に占め

る構成比は以下のとおりであります。同グループとの取引関係は、当社グループの技術力やシ

ステム開発に必要な技術や知識の蓄積によって維持されてきたものであり、当社グループは今

後についても、同グループを当社グループの重要な取引先として位置付けております。当社グ

ループは、太平洋セメントグループ以外の顧客との取引拡大を以前にも増して推進していく方

針でありますが、現状では太平洋セメントグループの売上構成比が高く、今後、当社グループ

と競合する企業が太平洋セメントグループ内に生じた場合、何らかの理由により同グループの

企業との取引ができない状況になった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 
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決算年月 17/３期 18/３期 19/３期 

 金額 

（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 

構成比

（％）

太平洋セメントグループ 3,266,799 41.6 2,898,396 38.6 2,993,216 38.4

（内 太平洋セメント 

      株式会社） 
2,589,696 33.0 2,268,592 30.2 2,332,474 29.9

売上高合計 7,854,252 100.0 7,511,083 100.0 7,799,264 100.0
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（連結子会社）パシフィックテクノス株式会社 

２ 企業集団の状況 
当社グループは、当社（パシフィックシステム株式会社）及び連結子会社であるパシフィックテ

クノス株式会社の２社で構成されており、情報サービス事業を展開しております。パシフィックテ

クノス株式会社は、主に生コンクリート業界向けシステムを開発、販売しており、当社では同社の

一部製品を仕入れております。 

また当社は太平洋セメントグループとの間に、情報サービス事業全般にわたる取引を行っており

ます。 

当社グループの事業内容を、区分別に示すと次のとおりであります。 

 

区  分 内   容 

機器等販売 
パソコン・サーバー及び周辺機器とパッケージソフト等の販売を行っており

ます。 

ソフトウェア開発 

製造業・流通業・金融業等幅広くアプリケーションシステムの受託開発業務

を行っております。また業務の一部をパシフィックテクノス株式会社に委託

しております。 

システム販売 

画像処理システム、農業生産管理システム、生コンクリート業界向けシステ

ム、ＣＲＭ（注）システム等の自社開発システムの販売、及びネットワーク構

築等のインフラサービスを行っております。生コンクリート業界向けシステ

ムは、パシフィックテクノス株式会社から仕入れております。また農業生産

管理システムの制御機器製造は、パシフィックテクノス株式会社に委託して

おります。 

（注）ＣＲＭ：Customer Relationship Management 

  （当社商品名：コールセンタ一体型戦略営業システム） 

システム運用・管理等 ユーザシステムの運用・管理サービス、パソコン教育等を行っております。

 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

顧 客 〔親会社 太平洋セメント株式会社を含む〕 
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３ 経営方針 
(1) 会社の経営の基本方針 

①経営理念 

パシフィックシステムグループは、豊かで高度な情報社会を実現するために、確かな情報通信

技術に基づく最適なソリューションとサービスをお客様に提供すると共に、環境への配慮、社会

への貢献とも調和した事業活動を行います。 

  

②経営方針 

お客様、株主、社員から、信頼と評価を得られる経営を実践します。 

１）世の中の技術動向、先進技術を先取りして、お客様の付加価値を高めるソリューションと、

品質の高いサービスを提供します。 

２）企業倫理の徹底と、CSR（企業の社会的責任）に積極的に取り組みます。 

３）社員一人ひとりが、自律性と創造性を発揮できる文化を大切にして、企業価値を高めていき

ます。 

 

(2) 目標とする経営指標 

経営上の管理指標として、「成長性（売上高平均伸び率）」「収益力（売上高営業利益率）」

「生産性（一人当たり営業利益）」に着目しております。 

 （参考）09中期経営計画（平成20年３月期～平成22年３月期）では、最終会計年度（平成22年３月

期）における連結売上高100億円、連結営業利益８億円を目標値としております。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

わが国経済は、成長のペースが鈍化するとの見方が大方の予想となっている中で、企業の設備投

資の規模が継続するかどうかは、不透明な状況と見られております。情報システムに関しても同様

に、不透明な状況が予想されます。 

   この様な環境を見据えて、09中期経営計画を策定し、当社グループが今後も成長を継続するため

の施策を決定しております。下記事項を重点課題と位置付け取り組んでまいります。 

   ①事業基本施策 

     「選択と集中」による経営資源配分を実施し、特に「システム販売」の拡大でその成果を着

実に挙げてまいります。 

また、ＳＦＡ（注）を活用した組織的、戦略的、効率的な営業を推進し、従来からの事業基盤

を継続的に維持・拡大すると共に、新規市場開拓に取り組んでまいります。 

 

   ②品質保証の強化と収益改善 

     顧客の満足度を向上させるために、品質、納期、コストの改善等に関して、全社的な取り組

みとして組織的なプロセス管理の標準化により、品質保証の強化を推進し、収益の改善へと繋

げます。 

 

③人材の確保と育成 

最大の経営資源である人材の採用には、積極的に取り組んでおります。またリーダーシップ

を発揮できる自律型人材の育成に取り組み、拡大事業分野に適合した人材の育成を図ります。 

 

 ④内部統制・コーポレートガバナンスの充実と強化 

     株主を含むステークホルダーから信頼される企業として、内部統制の整備・充実のために、

組織的な取組を推進致します。 

 

   ⑤ＣＳＲ（企業の社会的責任）への積極的な取り組み 

     基本理念に基づき環境への配慮、社会への貢献とも調和した事業活動を行ないます。 
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（注）ＳＦＡ: Sales Force Automation 

情報技術を活用して，顧客情報や営業の進捗度等を管理し，営業の生産性を高めようとする仕組み。 

 

 (4) 会社の対処すべき課題 

前記「（3）中長期的な会社の経営戦略」に掲げた重点的課題の具体策として、下記の施策に取組

んでまいります。 

 

①事業基本施策に関して 

〔重点ビジネスの拡大〕 

１）「システム販売」では、画像処理システム、自社パッケージ商品、生コンクリート関連シ

ステム等による市場開拓、顧客拡大を図ります。 

２）「システム運用・管理等」では、当社データセンターの活用拡大、及び開発から運用・保

守までのシステムライフサイクルをカバーできる強みを活かした、アウトソーシング（注１）、

データセンター関連ストックビジネスの拡大を図ります。 

３）「ソフトウェア開発」では、システムマイグレーション（注２）関連ビジネスやＥＲＰ（注３）

系開発への取り組み等を強化し、付加価値を高めます。 

 

〔営業力の強化〕 

１）顧客に提供しているＳＦＡ／ＣＴＩ（注４）等を当社グループにおいても活用し、顧客基盤の

拡大を図ります。 

２）同業他社との協業・連携により、営業力強化を図ります。 

 

②品質保証の強化と収益改善に関して 

 １）ＰＭＳ（注５）の導入等により、高品質かつ高能率な開発を進め、収益基盤の強化を図ります。 

２）ビジネスリスクマネジメントシステム（注６）の運用により、不採算取引の未然防止と利益改

善に向けた取り組みを行います。 

 

③人材の確保と育成に関して 

１）インターネット、学校訪問、求人広告等により、幅広い採用を積極的に推進しております。 

２）毎年プロジェクトマネジメント教育を実施し、社員の管理能力の向上を図っております。 

３）ＩＴＳＳ（注７）に準拠した人材の育成を行います。 

 

④内部統制・コーポレートガバナンスの充実と強化に関して 

 １）コンプライアンス基本方針に基づき、全社員の法令順守を徹底します。 

 ２）リスクマネジメント方針に基づき、リスク管理に対する全社的な取り組みを強化します。 

 ３）情報セキュリティ基本方針に基づき、全社的な情報セキュリティ管理を強化します。 

 

⑤ＣＳＲ(企業の社会的責任)への積極的な取り組みに関して 

１）コンプライアンスの重視と環境保全活動への取り組みを積極的に推進します。 

２）環境管理活動の一環として「環境ＩＳＯ（ISO14001）」を積極的に推進します。 

 

（注）１．アウトソーシング（当社グループの場合） 

基幹業務システムの運用管理、ネットワークの維持管理等の受託。 

２．システムマイグレーション 

従来システムの新システムへの移行。  

３．ＥＲＰ：Enterprise Resource Planning 

企業の経営資源を有効に活用し経営を効率化するために、基幹業務を部門ごとではなく統合的に

管理するためのソフトウェア。 
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４．ＣＴＩ: Computer Telephony Integration 

コンピュータと電話の機能統合，或いはそれによって得られる高度なサービス。 

５．ＰＭＳ：プロジェクトマネジメントシステム 

チームに与えられた目標を達成するために、人材・資金・設備・工程等をバランスよく調整し、全

体の進捗状況を管理するシステム。 

６．ビジネスリスクマネジメントシステム（当社グループの場合） 

商談発生から納品、稼動までの全工程管理システム。各工程においては、重要度に応じ検討会、審

査会、監査が行われる。 

      ７．ＩＴＳＳ：Information Technology Skill Standard 

        経済産業省が、サービス提供に必要とされる能力を、明確化・体系化した指標。 

 

(5) 内部管理体制の整備・運用状況 

 ① 内部管理体制の整備状況 

    当社の管理部門は、管理部、経理部、経営企画室等から構成しており、内部管理体制を確立す

るために管理全般に亘って諸規程を整備し、関係法令の改正や業務改善等に対応して、適時に規

程の改定を実施しております。またコンプライアンスの強化として、個人情報保護関連、情報セ

キュリティ関連、インサイダー情報関連等も整備しております。 

    社内管理体制の運用を監視する内部監査につきましては、通常の業務執行部門とは独立した内

部監査室が、年間監査計画を策定し、業務執行部門の業務活動の合理性や効率性、並びに諸規定

との適正性や妥当性を評価し、改善提言を行うと共に経営者への報告を行っております。 

   

② 内部管理体制の運用状況 

    内部監査室は、全業務執行部門と連結子会社の監査を実施してまいりました。また当社グルー

プで想定される事業リスクに対しては、情報の適時把握に努めると共にリスクの低減及び回避の

ための諸施策に当たっております。リスクが現実のものとなった場合には、経営トップの指揮の

もと迅速・適切な対応を図ることを基本としており、社内外の円滑な情報伝達体制と併せて対応

方針を明確にしております。 

    一方、金融商品取引法の規定に基づく内部統制システムの構築に向けて、プロジェクトチーム

を立ち上げ、制度作りに着手しております。 
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４ 連結財務諸表 
(1) 連結貸借対照表 

 

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  278,777  260,339

２ 受取手形及び売掛金  1,260,509  1,622,708

３ たな卸資産  438,232  358,744

４ 繰延税金資産  191,574  142,394

５ その他  54,874  55,596

貸倒引当金  △1,682  △1,695

      流動資産合計  2,222,284 63.8  2,438,087 66.3

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物及び構築物  260,392 261,462 

         減価償却累計額  38,263 222,129 54,286 207,175

(2) 工具器具及び備品  316,561 311,598 

減価償却累計額  220,197 96,363 230,846 80,752

(3) 土地  431,600  431,600

(4) その他  208,569 162,953 

減価償却累計額  176,794 31,775 118,801 44,151

有形固定資産合計  781,868 22.4  763,679 20.8

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア  213,841  206,708

(2) ソフトウェア仮勘定  25,733  28,485

(3) その他  1,886  1,886

無形固定資産合計  241,462 6.9  237,080 6.4

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  38,417  36,503

(2) 繰延税金資産  108,835  106,668

(3) その他  92,708  94,074

投資その他の資産合計  239,962 6.9  237,246 6.5

固定資産合計  1,263,293 36.2  1,238,006 33.7

資産合計  3,485,578 100.0  3,676,093 100.0
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前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  545,616  579,869

２ 一年以内返済予定の 

長期借入金 
 37,500  37,500

３ 未払費用  197,633  180,471

４ 未払法人税等  50,437  68,455

５ 賞与引当金  268,460  273,329

６ 受注損失引当金  10,056  13,759

７ その他  192,601  157,302

流動負債合計  1,302,304 37.3  1,310,687 35.7

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  12,500  12,500

２ 退職給付引当金  220,108  213,344

３ 役員退職慰労引当金  21,110  35,090

４ その他  －  618

固定負債合計  253,719 7.3  261,552 7.1

負債合計  1,556,023 44.6  1,572,239 42.8

   

(少数株主持分)   

少数株主持分  － －  － －

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※１ 690,000 19.8  － －

Ⅱ 資本剰余金  147,997 4.3  － －

Ⅲ 利益剰余金  1,085,408 31.1  － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  6,148 0.2  － －

資本合計  1,929,554 55.4  － －

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 3,485,578 100.0  － －
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前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金  － －  690,000 18.8

２ 資本剰余金  － －  147,997 4.0

３ 利益剰余金  － －  1,261,321 34.3

株主資本合計  － －  2,099,319 57.1

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券 
評価差額金  － －  4,534 0.1

評価・換算差額等合計  － －  4,534 0.1

純資産合計  － －  2,103,853 57.2

負債純資産合計  － －  3,676,093 100.0
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(2) 連結損益計算書 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  7,511,083 100.0  7,799,264 100.0

Ⅱ 売上原価  6,133,290 81.7  6,319,588 81.0

売上総利益  1,377,793 18.3  1,479,676 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１,2 1,016,129 13.5 1,030,400 13.2

営業利益  361,663 4.8
 

449,275 5.8

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  5 179 

２ 受取配当金  941 952 

３ 受取手数料  2,332 2,460 

４ 保険金収入  3,049 3,336 

５ その他  611 6,940 0.1 586 7,515 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  2,875 2,442 

２ 売上割引  2,921 2,026 

３ 新株発行費  2,398 － 

４ 遅延損害金  － 6,900 

５ 訴訟和解金  － 1,956 

６ その他  357 8,553 0.1 604 13,929 0.2

経常利益  360,050 4.8 442,861 5.7

Ⅵ 特別損失  
 

１ 固定資産除却損 ※３ 11,030 11,030 0.2 677 677 0.0

税金等調整前当期純利益  349,019 4.6  442,184 5.7

法人税、住民税 
及び事業税  137,313 131,017 

過年度法人税等  △4,387 － 

法人税等調整額  △17,705 115,219 1.5 52,454 183,471 2.4

当期純利益  233,800 3.1  258,713 3.3
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(3) 連結剰余金計算書 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  147,997 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  147,997 

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  952,808 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

   当期純利益  233,800 233,800 

Ⅲ 利益剰余金減少高   

   配当金  101,200 101,200 

1,085,408 Ⅳ 利益剰余金期末残高 
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(4) 連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 690,000 147,997 1,085,408 1,923,406 

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △82,800 △82,800 

 当期純利益 258,713 258,713 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

 

連結会計年度中の変動額合計(千円) － － 175,913 175,913 

平成19年３月31日残高(千円) 690,000 147,997 1,261,321 2,099,319 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 6,148 6,148 1,929,554

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 △82,800

 当期純利益 258,713

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

△1,614 △1,614 △1,614

連結会計年度中の変動額合計(千円) △1,614 △1,614 174,299

平成19年３月31日残高(千円) 4,534 4,534 2,103,853
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(5) 連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

１ 税金等調整前当期純利益  349,019 442,184

２ 減価償却費  127,422 130,958

３ 賞与引当金の増加額  3,582 4,869

 ４ 受注損失引当金の増加額  10,056 3,702

 ５ 退職給付引当金の減少額  △3,201 △6,763

 ６ 役員退職慰労引当金の増加額又は減少額（△）  △2,361 13,979

 ７ 貸倒引当金の増加額  432 13

８ 受取利息及び受取配当金  △946 △1,131

９ 支払利息  2,875 2,442

10 新株発行費用  2,398 －

11 固定資産除却損  11,030 677

12 売上債権の増加額（△）又は減少額  592,902 △362,198

13 たな卸資産の増加額（△）又は減少額  △97,175 79,487

 14 その他の資産の増加額（△）又は減少額  △4,607 397

15 仕入債務の増加額又は減少額（△）  △312,035 34,253

16 未払消費税増加額又は減少額（△）  48,992 △1,964

17 未収消費税の減少額  2,159 －

18  その他の負債の減少額  △80,878 △47,801

小計  649,665 293,105

19 利息及び配当金の受取額  946 1,131

20 利息の支払額  △2,920 △2,697

21 法人税等の支払額  △211,978 △111,915

営業活動によるキャッシュ・フロー  435,713 179,624

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

１ 有形固定資産の取得による支出  △490,988 △51,741

２ 固定資産の除却による支出  △7,457 －

３ 無形固定資産の取得による支出  △117,701 △60,271

４ 貸付による支出  － △2,703

５ 貸付金の回収による収入  － 1,032

 ６ 投資有価証券の取得による支出  △814 △806

 ７ 敷金保証金の支払  △1,126 △1,365

 ８ 敷金保証金の受取による収入  2,539 2,355

 ９ 役員保険金の積立による支出  △1,755 △1,762

投資活動によるキャッシュ・フロー  △617,306 △115,261
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

１ 短期借入れによる収入  220,000 220,000

２ 短期借入金の返済による支出  △220,000 △220,000

３ 長期借入れによる収入  50,000 50,000

４ 長期借入金の返済による支出  △45,000 △50,000

５ 株式の発行による収入  227,601 －

６ 配当金の支払額  △101,200 △82,800

財務活動によるキャッシュ・フロー  131,401 △82,800

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △50,190 △18,437

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  328,967 278,777

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  278,777 260,339
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

 パシフィックテクノス株式会社 

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

 パシフィックテクノス株式会社 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。 

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

 法 

①有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

     連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

 半製品 

   総平均法による原価法 

 原材料 

   移動平均法による原価法 

 仕掛品 

   個別法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

  定率法 

    ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

    リース資産については、リー

ス期間を償却年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物及び構築物   2-38 年 

   工具器具及び備品  3-20 年 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

 法 

①有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

     同左 

②たな卸資産 

商品  

同左 

 半製品 

   同左 

 原材料 

   同左 

 仕掛品 

   同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

   同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事 

   項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産 

  定額法 

    なお、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込有効年

数（３年以内）における見込販

売数量に基づく方法、自社利用

のソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

  新株発行費 

   支払時に、全額費用として処理

しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計

年度負担額を計上しております。

③受注損失引当金 

ソフトウェアの請負契約に基づ

  く開発のうち、当連結会計年度末

時点で将来の損失が確実に見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なものについ

ては、将来の損失に備えるため翌

連結会計年度以降に発生が見込ま

れる損失額を計上しております。

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産見込額に

基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による按

分額を発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

②無形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

             

 

 

(4) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

②賞与引当金 

  同左 

 

 

③受注損失引当金 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

④退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事 

   項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 

６  利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 

 

７ 連結キャッシュ・フロー 

  計算書における資金の範 

   囲 

 

 

 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

  手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま 

す。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

 

 同左 

 

 

            

 

 

 

同左 
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,103,853千円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当事業年度における

連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 

 
 

(8) 連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

※１ 発行済株式の総数  普通株式 1,380,000 株 

 

２ 受取手形割引高         143,475 千円

※１               

 

 ２ 受取手形割引高         120,826 千円
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおり

   です。 

役員報酬            50,269 千円 

   役員退職慰労引当金繰入額    7,871 千円 

   給与手当           375,682 千円 

   福利厚生費           84,818 千円 

   賞与手当            52,779 千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおり

   です。 

役員報酬            53,539 千円 

   役員退職慰労引当金繰入額    13,979 千円 

   給与手当           376,207 千円 

   福利厚生費           84,549 千円 

   賞与手当            52,987 千円 

    賞与引当金繰入額        53,969 千円 

   退職給付費用          18,078 千円 

   不動産賃借料          72,278 千円 

   旅費交通費           49,827 千円 

   貸倒引当金繰入額         568 千円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

           73,902 千円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

    建物及び構築物         1,981 千円 

    工具器具及び備品       1,101 千円 

    その他            1,037 千円 

    ソフトウェア          282 千円 

    解体撤去費用         6,628 千円 

      計            11,030 千円 

    賞与引当金繰入額        52,859 千円 

   退職給付費用          19,727 千円 

   不動産賃借料          66,698 千円 

   旅費交通費           48,480 千円 

   貸倒引当金繰入額          13 千円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

           13,186 千円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

    建物及び構築物           532 千円 

    その他             145 千円 

      計              677 千円 

 
 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,380,000          ―          ― 1,380,000
  
 

２ 自己株式に関する事項 
    該当事項はありません。 
 

３ 新株予約権等に関する事項 
    該当事項はありません。 
 

４ 配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 82,800 60 平成18年３月31日 平成18年６月27日

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 82,800 60 平成19年３月31日 平成19年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 278,777千円

現金及び現金同等物 278,777千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 260,339千円

現金及び現金同等物 260,339千円
 

 
 

(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ 借手側 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ 借手側 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具 

及び備品 
171,172 96,448 74,723 

ソフト 

ウェア 
18,763 6,908 11,855 

合計 189,936 103,357 86,579 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具

及び備品
103,466 55,997 47,469 

ソフト 

ウェア 
14,001 5,755 8,246 

合計 117,468 61,752 55,715 

 
 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 31,236 千円

１年超 56,449 〃 

合計 87,686 千円
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 21,619 千円

１年超 34,829 〃 

合計 56,449 千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 44,477 千円

減価償却費相当額 42,030 〃 

支払利息相当額 1,791 〃 
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 32,885 千円

減価償却費相当額 31,238 〃 

支払利息相当額 1,644 〃 
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

⑤  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

  差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ 

   いては、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

⑤  利息相当額の算定方法 

    同左 

 

 

（減損損失について） 

 同左 
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前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 貸手側 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高 

 
取得価額 

 (千円) 

減価償却累計額 

 (千円) 

期末残高 

 (千円) 

工具器具 

及び備品 
74,340 42,943 31,396 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 23,853 千円

１年超 17,095 〃 

合計 40,949 千円

（注）未経過リース料期末残高が営業債権の期末

残高等に占める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。 

③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 33,956 千円

減価償却費 27,061 〃 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

２ 貸手側 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損

損失累計額及び期末残高 

 
取得価額 

 (千円) 

減価償却累計額 

 (千円) 

期末残高 

 (千円) 

工具器具

及び備品
76,582 32,739 43,843 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 27,547 千円

１年超 28,104 〃 

合計 55,651 千円

（注）未経過リース料期末残高が営業債権の期末

残高等に占める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。 

③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 32,289 千円

減価償却費 25,341 〃 

（減損損失について） 

同左 

 

(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年度３月31日) 

 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(千円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額

(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
 

株式 10,832 21,284 10,452

小計 10,832 21,284 10,452

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
 

株式 628 542 △85

小計 628 542 △85

合計 11,460 21,826 10,366

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 

 

非上場株式 16,591

合計 16,591
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パシフィックシステム㈱(3847) 平成19年３月期決算短信

当連結会計年度(平成19年度３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(千円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額

(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
 

株式 11,639 19,447 7,808

小計 11,639 19,447 7,808

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
 

株式 628 464 △163

小計 628 464 △163

合計 12,267 19,912 7,644

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 

 

非上場株式 16,591

合計 16,591

  

 

(デリバティブ取引関係) 

 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度

を採用しております。連結子会社については退職一時

金制度を採用しております。 

 

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度

を採用しております。連結子会社については退職一時

金制度を採用しております。 

 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △905,343千円

②年金資産 667,582千円

③未積立退職給付債務(①+②) △237,761千円

④未認識数理計算上の差異 17,653千円

⑤連結貸借対照表計上額純額 

 (③+④) 
△220,108千円

⑥退職給付引当金 △220,108千円

 

 

（注）連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △993,433千円

②年金資産 765,249千円

③未積立退職給付債務(①+②) △228,184千円

④未認識数理計算上の差異 14,840千円

⑤連結貸借対照表計上額純額 

 (③+④) 
△213,344千円

⑥退職給付引当金 △213,344千円

 

 

（注）連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 82,247千円

②利息費用 15,774千円

③期待運用収益 △11,624千円

④数理計算上の費用処理額 3,091千円

⑤退職給付費用(①+②+③+④) 89,488千円

 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は①勤務費用に計上しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 82,191千円

②利息費用 17,017千円

③期待運用収益 △13,352千円

④数理計算上の費用処理額 2,075千円

⑤退職給付費用(①+②+③+④) 87,931千円

 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は①勤務費用に計上しております。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

①割引率                  2.0% 

②期待運用収益率              2.0% 

③退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

④数理計算上の差異の処理年数        10年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による定額法により翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしている。） 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   

①割引率                  2.0% 

②期待運用収益率              2.0% 

③退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

④数理計算上の差異の処理年数        10年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による定額法により翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしている。） 

 

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 



ファイル名：200703決算短信_４連結財務諸表以下.doc 最終印刷日時：5/21/2007 3:53 PM 
 

－30－ 

パシフィックシステム㈱(3847) 平成19年３月期決算短信

(税効果会計関係) 

 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

 賞与引当金 109,752千円

 賞与引当金に係る未払社会保険料 15,000千円

 未払事業税 6,634千円

 未払事業所税 2,760千円

 未払不動産取得税 1,455千円

 受注損失引当金 4,091千円

 受注ソフトウェア原価否認 37,994千円

 売上利益益金算入額 11,192千円

 その他 4,923千円

繰延税金資産（流動）小計 193,804千円

 評価性引当額 △2,230千円

繰延税金資産（流動）合計 191,574千円

 

繰延税金資産（固定） 

 退職給付引当金 89,593千円

 役員退職慰労引当金 8,617千円

 一括償却資産 12,104千円

 減価償却費超過額 2,266千円

 その他 4,639千円

繰延税金資産（固定）小計 117,222千円

 評価性引当額 △4,168千円

繰延税金資産（固定）合計 113,053千円

 

繰延税金負債（固定）  

 その他有価証券評価差額金 △4,218千円

繰延税金負債（固定）合計 △4,218千円

 繰延税金資産純額 300,410千円

 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

 賞与引当金 111,768千円

 賞与引当金に係る未払社会保険料 15,321千円

 未払事業税 6,550千円

 未払事業所税 2,771千円

 受注損失引当金 5,598千円

 その他 2,066千円

繰延税金資産（流動）小計 144,076千円

 評価性引当額 △1,682千円

繰延税金資産（流動）合計 142,394千円

 

 

 

 

繰延税金資産（固定） 

 退職給付引当金 86,778千円

 役員退職慰労引当金 14,329千円

 一括償却資産 4,410千円

 減価償却費超過額 3,266千円

 その他 4,936千円

繰延税金資産（固定）小計 113,721千円

 評価性引当額 △3,942千円

繰延税金資産（固定）合計 109,779千円

 

繰延税金負債（固定）  

 その他有価証券評価差額金 △3,110千円

繰延税金負債（固定）合計 △3,110千円

 繰延税金資産純額 249,063千円

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

 （調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0%

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目 
△0.6%

住民税等均等割 1.0%

評価性引当額の減少額 △1.0%

ＩＴ減税税額控除                     △6.0%

税率変更による期末繰延税金資産の増額修

正 
△0.6%

過年度法人税等 △2.6%

連結調整に係る一時差異 0.7%

その他 0.4%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.0%
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年 

４月１日 至 平成19年３月31日） 

  情報サービス事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益

及び全セグメントの資産の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

 

 

【海外売上高】 

  前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（関連当事者との取引） 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内容

取引金額 

(千円) 

 

科目 
期末残高

(千円) 

売掛金 249,097

前受金 2,813

製品の売上

（注１）

（注２）

 

2,250,318 

 

前受収益 147

増資の引受

（注３）
204,625 － －

親会社 
太平洋セメン

ト株式会社 

東京都

中央区
69,499 

セメントの

製造・販売

(被所有)

直接 

83.1 

兼任１名
当社製品

の販売 

土地の購入

（注４）
431,600    － －

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．取引金額は、見積提案書を提出し、交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

３．太平洋セメント株式会社が当社の実施した株主割当増資を引き受けたものであります。 

４．親子間取引解消と企業基盤強化を目的に購入したもので、近隣の取引実勢等に基づいて決定しており

ます。 

 

２ 兄弟会社等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内容

 

取引金額 

(千円) 

 

科目 
期末残高

(千円) 

受取手形 40,154

売掛金 3,467

製品の売上

（注１）

（注２）

68,265 

前受金 32,115
親会社の

子会社 

太平洋エンジ

ニアリング株

式会社 

東京都

江戸川

区 

490 
エンジニア

リング事業
なし なし 

当社製品

の販売 

 

工事の委

託 

解体工事の

委託 

（注３）

（注４）

6,628    － －

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．取引金額は、見積提案書を提出し、交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

３．取引金額は、一般的取引条件と同様に決定しております。 

４．取引金額には消費税等が含まれておりません。 
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当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

売掛金 511,326

親会社 
太平洋セメン
ト株式会社 

東京都
中央区

69,499 
セメントの
製造・販売

(被所有)
直接 

83.1
兼任なし

当社製品
の売上 

製品の売上
（注１）

（注２）

2,328,080 

前受収益  147

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)１．取引金額は、見積提案書を提出し、交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  ２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

 (１株当たり情報) 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,398円23銭 1,524円53銭

１株当たり当期純利益 179円07銭 187円47銭

 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式が存在しな
いため、記載しておりません。 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式が存在しな
いため、記載しておりません。 

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

当期純利益(千円) 233,800 258,713

普通株式に係る当期純利益(千円) 233,800 258,713

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,305 1,380
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（重要な後発事象） 

 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

                （新株の発行） 

 当社株式は、平成19年４月19日に株式会社ジャスダッ

ク証券取引所へ上場いたしました。上場にあたり、平成

19年３月19日及び平成19年４月２日開催の取締役会にお

いて、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成19年４

月18日に払込が完了いたしました。 

この結果、資本金は777,875千円、発行済株式総数は

1,480,000株となりました。 

１ 募集方法 一般募集（ブックビルディング方式によ

る募集） 

２ 発行する株式の種類及び数 

 普通株式 100,000株 

３ 発行価格 １株につき1,900円 

４ 引受価額 １株につき1,757.50円 

５ 払込金額の総額 175,750千円 

６ 資本組入額 １株につき878.75円 

７ 資本組入額の総額 87,875千円 

８ 払込期日 平成19年４月18日 

９ 配当起算日 平成19年４月１日 

10 資金の使途 運転資金及び研究開発費 
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５ 個別財務諸表 
(1) 貸借対照表 

 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  192,882  132,489

２ 受取手形  41,885  3,312

３ 売掛金 ※１ 1,028,658  1,373,413

４ 商品  8,236  9,448

５ 原材料  23,238  6,983

６ 仕掛品  316,670  214,645

７ 前払費用  42,666  45,476

８ 繰延税金資産  165,937  113,164

９ 未収入金 ※１ 21,039  21,096

10 その他  0  4,019

貸倒引当金  △135  △174

流動資産合計  1,841,080 59.4  1,923,874 61.3

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物  233,305 234,375 

減価償却累計額  25,917 207,387 39,408 194,966

(2) 構築物  27,087 27,087 

減価償却累計額  12,345 14,741 14,878 12,209

(3) 機械及び装置  1,040 1,040 

減価償却累計額  747 292 817 222

(4) 車両運搬具  355 355 

減価償却累計額  337 17 337 17

(5) 工具器具及び備品  243,613 249,730 

減価償却累計額  151,774 91,838 173,504 76,225

(6) 土地  431,600  431,600

有形固定資産合計  745,879 24.1  715,241 22.8

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア  204,036  190,407

(2) ソフトウェア仮勘定  25,733  28,485

(3) その他  1,254  1,254

無形固定資産合計  231,023 7.4  220,146 7.0
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前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  38,417  36,503

(2) 関係会社株式  78,120  78,120

(3) 出資金  200  200

(4) 長期貸付金  －  1,670

(5) 繰延税金資産  80,656  76,237

 (6) 敷金保証金  79,027  77,303

(7) その他  5,809  6,684

投資その他の資産合計  282,230 9.1  276,718 8.9

固定資産合計  1,259,133 40.6  1,212,107 38.7

資産合計  3,100,214 100.0  3,135,981 100.0
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前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 ※１ 511,201  525,244

２ 一年以内返済予定の 
長期借入金  37,500  37,500

３ 未払金  91,884  84,680

４ 未払費用  171,892  151,183

５ 未払法人税等  55,807  24,509

６ 未払消費税等  45,121  41,414

７ 前受金  34,929  －

８ 預り金  7,792  5,865

９ 前受収益  972  854

10 賞与引当金  219,355  220,857

11 受注損失引当金  10,056  13,759

流動負債合計  1,186,513 38.3  1,105,867 35.3

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  12,500  12,500

２ 退職給付引当金  166,340  155,195

３ 役員退職慰労引当金  18,480  30,200

４ その他  －  618

固定負債合計  197,320 6.3  198,513 6.3

負債合計  1,383,834 44.6  1,304,381 41.6

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※２ 690,000 22.3  － －

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  147,997  －

資本剰余金合計  147,997 4.8  － －

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  14,690  －

２ 当期未処分利益  857,543  －

利益剰余金合計  872,233 28.1  － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  6,148 0.2  － －

資本合計  1,716,379 55.4  － －

負債及び資本合計  3,100,214 100.0  － －
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前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金  － －  690,000 22.0

２ 資本剰余金   

(1) 資本準備金  － 147,997

資本剰余金合計  － －
 

147,997 4.7

３ 利益剰余金   

(1) 利益準備金  －  22,970

(2) その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  － 966,098

利益剰余金合計  － －
 

989,068 31.6

株主資本合計  － －  1,827,066 58.3

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券評価 
差額金 

 － －  4,534 0.1

評価・換算差額等合計  － －  4,534 0.1

純資産合計  － －  1,831,600 58.4

負債純資産合計  － －  3,135,981 100.0
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(2) 損益計算書 

 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   

 １ 情報サービス売上高 ※１ 6,267,995 6,576,032 

 ２ 商品売上高  188,938 6,456,934 100.0 95,660 6,671,693 100.0

Ⅱ 売上原価   

 １ 情報サービス売上原価 ※２ 5,206,774 5,456,006 

 ２ 商品売上原価   

   ① 期首商品たな卸高  9,749 8,236 

   ② 当期商品仕入高  151,505 74,718 

     合計  161,255 82,954 

   ③ 期末商品たな卸高  8,236 9,448 

     他勘定振替高 ※２ 10,844 1,852 

     商品売上原価  142,174 5,348,948 82.8 71,653 5,527,659 82.9

   売上総利益  1,107,985 17.2  1,144,034 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4 779,966 12.1 814,779 12.2

営業利益  328,018 5.1
 

329,254 4.9

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  4 122 

２ 受取配当金 ※１ 5,891 7,552 

３ 受取手数料  2,203 2,110 

４ 不動産賃貸収入 ※１ 13,010 13,715 

５ 業務受託収入 ※１ 8,083 8,076 

６ 保険金収入  3,003 3,282 

７ その他  594 32,790 0.5 396 35,256 0.5

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  2,875 2,442 

２ 売上割引  81 39 

３ 手形売却損  211 181 

４ 不動産賃貸費用  4,081 3,777 

５ 業務受託費用  7,997 7,991 

６ 新株発行費  2,398 － 

７ 遅延損害金  － 6,900 

８ 訴訟和解金  － 1,956 

９ その他  143 17,790 0.3 75 23,364 0.3

経常利益  343,018 5.3  341,147 5.1
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅵ 特別損失   

１ 固定資産除却損 ※５ 9,476 9,476 0.1 267 267 0.0

税引前当期純利益  333,541 5.2  340,879 5.1

法人税、住民税 
及び事業税  127,835 82,945 

過年度法人税等  △2,813 － 

法人税等調整額  △14,225 110,796 1.8 58,298 141,244 2.1

当期純利益  222,745 3.4  199,635 3.0

前期繰越利益  634,797  －

当期未処分利益  857,543  －
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(3) 利益処分計算書 

 

  
前事業年度 

(平成18年12月14日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  857,543 

Ⅱ 利益処分額   

１ 利益準備金  8,280  

２ 配当金  82,800 91,080 

Ⅲ 次期繰越利益  766,463 

   

(注)平成18年12月14日に開催された臨時株主総会において、前事業年度の決算修正が承認されました。  
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(4) 株主資本等変動計算書 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 690,000 147,997 147,997 

事業年度中の変動額  

 利益準備金の積立  

 剰余金の配当  

 当期純利益  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 

平成19年３月31日残高(千円) 690,000 147,997 147,997 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
繰越利益剰余金 

利益剰余金合計 
株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 14,690 857,543 872,233 1,710,231

事業年度中の変動額  

 利益準備金の積立 8,280 △8,280 － －

 剰余金の配当 △82,800 △82,800 △82,800

 当期純利益 199,635 199,635 199,635

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) 8,280 108,555 116,835 116,835

平成19年３月31日残高(千円) 22,970 966,098 989,068 1,827,066

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 6,148 6,148 1,716,379 

事業年度中の変動額  

 利益準備金の積立 － 

 剰余金の配当 △82,800 

 当期純利益 199,635 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△1,614 △1,614 △1,614 

事業年度中の変動額合計(千円) △1,614 △1,614 115,220 

平成19年３月31日残高(千円) 4,534 4,534 1,831,600 

 



ファイル名：200703決算短信_４連結財務諸表以下.doc 最終印刷日時：5/21/2007 3:53 PM 
 

－43－ 

パシフィックシステム㈱(3847) 平成19年３月期決算短信

(5) 重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同左 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

  移動平均法による原価法 

(2)原材料 

移動平均法による原価法 

(3)仕掛品 

個別法による原価法 

(1)商品 

  同左 

(2)原材料 

同左 

(3)仕掛品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 繰延資産の処理方法 

 

(1)有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）に

ついては定額法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。 

建物         2-38年 

構築物       3-24年 

機械及び装置     2-8年 

車両運搬具       3年 

工具器具及び備品  3-20年 

(2)無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用） 

については社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

新株発行費 

支払時に、全額費用として処理して

おります。 

(1)有形固定資産 

同左   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 (2)賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担額を

計上しております。   

(3)受注損失引当金 

ソフトウェアの請負契約に基づく

開発のうち、当事業年度末時点で将

来の損失が確実に見込まれ、かつ、

当該損失額を合理的に見積もること

が可能なものについては、将来の損

失に備えるため翌事業年度以降に発

生が見込まれる損失額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 

(3)受注損失引当金 

同左 

 

 (4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時 

  の従業員の平均残存勤務期間以内の 

  一定の年数（10年）による按分額を 

  発生の翌事業年度から費用処理する 

こととしております。   

(4) 退職給付引当金 

 同左 

 

 (5)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に 

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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(6) 重要な会計方針の変更 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

                

                 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,831,600千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

 

(7) 個別財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

関係会社に対するものが、次のとおり含まれ 

   ております。 

    売掛金            254,672 千円 

    未収入金           20,388 千円 

    買掛金            65,670 千円 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

関係会社に対するものが、次のとおり含まれ 

   ております。 

    売掛金            522,294 千円 

    未収入金           20,235 千円 

    買掛金            45,312 千円 

※２ 会社が発行する株式の総数 

 普通株式 3,680,000 株 

   発行済株式の総数  普通株式 1,380,000 株 

３ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

6,148千円であります。 

４ 受取手形割引高        143,475 千円 

※２               

 

 

 ３               

 

 

 

４ 受取手形割引高        120,826 千円 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するもの 

   は、次のとおりであります。 

    情報サービス売上高    2,277,569 千円 

    受取配当金          4,950 千円 

    不動産賃貸収入        13,010 千円 

       業務受託収入         8,083 千円 

※２ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

    情報サービス売上原価     10,844 千円 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するもの 

   は、次のとおりであります。 

    情報サービス売上高    2,369,574 千円 

    受取配当金          6,600 千円 

    不動産賃貸収入        13,715 千円 

       業務受託収入         8,076 千円 

※２ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

    情報サービス売上原価      1,852 千円 

※３ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおり 

   であります。 

役員報酬           39,106 千円 

役員退職慰労引当金繰入額   7,154 千円 

給与手当           276,986 千円 

福利厚生費          65,530 千円 

賞与手当            39,962 千円 

賞与引当金繰入額       42,982 千円 

退職給付費用         14,135 千円 

減価償却費          28,762 千円 

不動産賃借料         60,305 千円 

旅費交通費          30,151 千円 

支払手数料          38,468 千円 

貸倒引当金繰入額        271 千円 

なお、販売費と一般管理費のおおよその割合 

は次のとおりであります。 

販売費               36 ％ 

一般管理費             64 ％ 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

                   73,902 千円 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

    構築物             1,981 千円 

    工具器具及び備品         867 千円 

    解体撤去費用         6,628 千円 

      計             9,476 千円 

※３ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおり 

   であります。 

役員報酬           41,649 千円 

役員退職慰労引当金繰入額   11,720 千円 

給与手当           292,526 千円 

福利厚生費          67,086 千円 

賞与手当            41,567 千円 

賞与引当金繰入額       41,232 千円 

退職給付費用         17,203 千円 

減価償却費          46,402 千円 

不動産賃借料         58,008 千円 

旅費交通費          29,416 千円 

支払手数料          41,771 千円 

貸倒引当金繰入額         39 千円 

なお、販売費と一般管理費のおおよその割合 

は次のとおりであります。 

販売費               36 ％ 

一般管理費             64 ％ 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

                   13,186 千円 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

    工具器具及び備品         267 千円 

    

 

  

 

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   該当事項は、ありません。 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具 

及び備品 
167,275 92,829 74,445 

ソフト 

ウェア 
17,390 5,632 11,757 

合計 184,665 98,462 86,202 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具

及び備品
103,466 55,997 47,469 

ソフト 

ウェア 
14,001 5,755 8,246 

合計 117,468 61,752 55,715 

 
 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 30,971 千円

１年超 56,449 〃 

合計 87,421 千円
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 21,619 千円

１年超 34,829 〃 

合計 56,449 千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 41,609 千円

減価償却費相当額 39,234 〃 

支払利息相当額 1,751 〃 
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 32,620 千円

減価償却費相当額 30,861 〃 

支払利息相当額 1,644 〃 
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

⑤  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

  差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ 

   いては、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

⑤  利息相当額の算定方法 

    同左 

 

 

（減損損失について） 

 同左 

 

 

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当事業年度(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 賞与引当金 89,255千円

 賞与引当金に係る未払社会保険料 12,193千円

 退職給付引当金 67,684千円

役員退職慰労引当金 7,519千円

 未払事業税 7,141千円

 未払事業所税 2,333千円

 一括償却資産 9,198千円

 受注損失引当金 4,091千円

 受注ソフトウェア原価否認 37,994千円

 売上利益益金算入額 11,192千円

 その他 7,687千円

繰延税金資産小計 256,291千円

 評価性引当額 △ 5,480千円

 繰延税金資産合計 250,811千円

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △4,218千円

 繰延税金負債合計 △4,218千円

繰延税金資産純額 246,593千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.7%

 （調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0%

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目 
△0.7%

住民税等均等割 0.8%

評価性引当額の減少額 △0.4%

ＩＴ減税税額控除                     △6.3%

過年度法人税等 △2.2%

その他 0.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2%
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 賞与引当金 89,866千円

 賞与引当金に係る未払社会保険料 12,292千円

 退職給付引当金 63,149千円

役員退職慰労引当金 12,288千円

 未払事業税 2,768千円

 未払事業所税 2,344千円

 一括償却資産 2,915千円

 受注損失引当金 5,598千円

 その他 6,769千円

繰延税金資産小計 197,992千円

 評価性引当額 △ 5,480千円

 繰延税金資産合計 192,512千円

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △3,110千円

 繰延税金負債合計 △3,110千円

繰延税金資産純額 189,402千円

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,243円75銭 1,327円25銭

１株当たり当期純利益 170円60銭 144円66銭

 

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりませ
ん。 

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりませ
ん。 

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 222,745 199,635

普通株式に係る当期純利益(千円) 222,745 199,635

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,305 1,380

 

(重要な後発事象) 

 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

                （新株の発行） 

 当社株式は、平成19年４月19日に株式会社ジャスダッ

ク証券取引所へ上場いたしました。上場にあたり、平成

19年３月19日及び平成19年４月２日開催の取締役会にお

いて、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成19年４

月18日に払込が完了いたしました。 

この結果、資本金は777,875千円、発行済株式総数は

1,480,000株となりました。 

１ 募集方法 一般募集（ブックビルディング方式によ

る募集） 

２ 発行する株式の種類及び数 

 普通株式 100,000株 

３ 発行価格 １株につき1,900円 

４ 引受価額 １株につき1,757.50円 

５ 払込金額の総額 175,750千円 

６ 資本組入額 １株につき878.75円 

７ 資本組入額の総額 87,875千円 

８ 払込期日 平成19年４月18日 

９ 配当起算日 平成19年４月１日 

10 資金の使途 運転資金及び研究開発費 
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６ その他 
(1) 役員の異動 

①代表者の異動 

 該当事項はありません。 

 

②その他の役員の異動（平成19年６月25日予定） 

 １）新任取締役候補 

   取締役  堀口 亘（現 一橋大学名誉教授） 

  （注） 新任取締役候補者 堀口 亘氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




